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事業譲渡に関する基本合意書（案） 

 
南郷信用金庫（以下「甲」という）及び日南信用金庫（以下「乙」という）は、乙から甲

への事業譲渡に関し、以下のとおり基本合意する。 
 
 
第 1条（事業譲渡） 
１ 甲及び乙は、平成１２年９月末日までを目処に、事業譲渡に関する契約（以下「事

業譲渡契約」という）を締結することに合意した。 
2  事業譲渡日については、甲及び乙が協議の上決定する。 

 
第 2条（譲渡条件） 
１ 甲は、乙の事業店舗の扱いについては、顧客の利便性、地理的条件、資金量、経営効

率等を勘案し、事業譲渡契約締結時までに確定する。 
２ 甲は、乙の従業員の扱いについては、経営効率、営業推進面等を勘案し、事業譲渡契

約締結時までに確定する。   
３ 乙が甲に譲渡する営業権の対価は無償とする。 

 
第 3条（資産等の譲渡） 
譲渡の対象となる与信資産、動産、不動産、有価証券その他資産については、事業譲

渡契約締結時までに、甲及び乙間で協議のうえ決定するものとする。その際、貸出金

等与信資産の譲受については、善意かつ健全な債務者の保護の趣旨に反しないものと

する。 
 

第 4条（負債及び付随業務の引受） 
  甲は乙の事業譲渡日時点における預金（雑益処理済の休眠預金を含む）及び事業上発

生している一切の負債並びに同日現在における付随業務をそれぞれ全て引継ぐ。 
 
第 5条（訴訟案件の引継ぎ） 
  訴訟案件の引継については、別途甲および乙が協議を行う。 
 
第 6条（後発事象等の調整） 
  後発事象等については、別途甲および乙が協議を行う。 
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第 7条（資金援助） 
 甲は、乙の事業を譲り受ける前提として、本合意書及び預金保険法その他関係法令に

基づき認められる範囲で、預金保険機構に対し、預金保険法第５９条に基づく資金援

助を申し込むこととする。なお、資金援助申請については、甲及び乙が協力して行う

こととする。 
  
第 8条（調査） 
１ 乙は、本合意書締結後、甲または甲の指定する第三者が乙に立ち入り、帳簿・書類

等を調査することを承認する。 
２ 前項の調査の時期・期間・方法等については、別途甲及び乙が協議の上決定する。 
３  乙は、前二項に基づく調査につき乙が可能と認める範囲で協力する。 

 
第 9条（費用負担） 

   事業譲渡契約の締結に向けて各当事者が要した費用の負担については、甲及び乙間で
別途協議することとする。 

  但し、第 8条に定める費用はすべて甲の負担とする。 
 
第 10条（守秘義務） 
  甲は乙から提供される一切の情報及び本件事業譲渡検討の事実については、平成 12
年 3月 31日付守秘義務協定書に基づき対応する。  

 
第 11条（解除条項） 
１ 第 1条に定める期限内に事業譲渡契約が締結できなかった場合は、甲及び乙はその後
の対応について誠実に協議を行い、その協議が整わないときは、甲または乙は本合意

書を解除できる。 
２ 前項により、本合意が解除された場合、互いに解除に伴う損害賠償その他の金銭的請

求権を有しない。 
 
第 12条（規定外事項の協議） 
  甲及び乙は、本合意書に定めのない事項若しくは本合意書の解釈に関して疑義が生じ

た場合については、甲及び乙間で取り交わした本合意書の趣旨並びに信義誠実の原則

に従い、円満解決に努める。 
 
 

  以上の合意を証するために本書面を作成し、甲及び乙が署名又は記名のうえ捺印し、各
一通を保有する。 
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平成１２年８月 日 
 
 
                                甲 
 
 
 
                                乙 
 


